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1987 （昭和62）年

データベースの保護等で法改正
データベースの保護と、「有線送信」の概念の導

入によるオンライン・サービスやビデオテックスな
どのリクエスト型の送信、いわゆる有線系ニューメ

ディアへの対応を行うための著作権法の一部改正
法が、前年5月に成立し、この年1月1日から施行さ
れた。

分配規程を統合
著作物使用料分配のための規程としては、これま

で、「著作権者に対する著作物使用料の分配方法」と
演奏、放送、録音、貸与の個別規定の計5規定があ
り、これによって分配を行ってきたが、これらを整

理・統合して、一つの体系的な規程にまとめた著作
物使用料分配規程が2月27日に許可され、3月1日か
ら施行した。

機構改革の実施
4月1日、許諾・徴収を担務する業務局を分割して、

第1業務局（地域的、個別的な処理を必要とする演
奏・貸与関係業務を担当）と、第2業務局（本部を
中心として利用者組織との包括的な処理の多い放

送・録音関係業務を担当）の2局制とした。
支部を第1業務局演奏権部から独立させたのは、

カラオケ管理をより機能的、効果的に実施するた
めのものだった。

テレホンサービスから使用料徴収
4月1日から、テレホンサービスの音楽利用に対す

る使用料徴収を開始した。
テレホンサービスは、この年の1月から施行され

た改正著作権法の有線送信権の対象となるため、

NTTや日本テレホンサービス協会と使用料の交渉
を行い合意したもので、1送信1番組ごとの使用料を
電話回線数によって4区分し、年額使用料（12,000円
〜36,000円）を定めた。

「国塩耕一郎著作権論文集」を刊行
5月、前年6月に逝去された国塩耕一郎元会長、元

理事長の著作権に関する論文をまとめた「国塩耕一
郎著作権論文集」を刊行した。立案者自身による仲

介業務法の解説や、プラーゲ旋風、JASRACの設立
などに関する貴重な証言資料である。
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1988 （昭和63）年

カラオケリース事業者の共同責任を認める内容で和解
前年12月15日、福山市所在の「メンバーズバーざ

くろ」に対する仮処分を広島地方裁判所に申し立て
た事件で、1月18日、「カラオケ装置のリース事業者
もカラオケ利用について、店側と共同責任がある」
とするJASRACの主張を認める内容での和解が、同
地裁福山支部で成立した。

またこれと同時に、同地裁でJASRACが全面勝訴
した「くらぶ明日香」の著作権侵害民事訴訟につい
て、経営者（前述「メンバーズバーざくろ」と同一

経営者）が広島高等裁判所に行っていた控訴を取り
下げたことにより、カラオケ利用の著作権侵害につ
いての判決が、初めて確定した。

これら一連の事件で特に重要なのは「当該リース
会社が、今後飲食店との間にカラオケリース契約を
結ぶときは、その契約条項に、飲食店はJASRACと
利用許諾契約を締結する義務があることを明記し、
その手続きをとるよう指導監督する」との内容で和
解したことだった。

「キャッツアイ事件」/カラオケ管理の正当性、最高裁で確定
3月15日、最高裁判所は、JASRACのカラオケ管

理の正当性を認める判決を言い渡した。
1980 （昭和55）年5月、北九州市所在の「キャッ

ツアイ」など3店で無断生演奏を続けていた経営者
夫妻に対して、損害賠償などを求める民事訴訟を起
こし、一審、二審ともJASRACが勝訴した。

さらに、1982（昭和57）年8月、一審の福岡地方裁判
所の判決を不服として相手方が福岡高等裁判所に控
訴した際、JASRACはこれら店舗におけるカラオケ歌

唱についても、演奏禁止と損害賠償を求める附帯控訴
を行い、1984 （昭和59）年7月、同高裁から一審の支持
とともに、カラオケ歌唱の演奏権を認める判決を得た。

相手方はこの二審判決を不服として上告したが、
最高裁第3小法廷は、福岡高裁の判決を支持し、上
告を棄却した。

前年4月のカラオケ管理の開始から1年を経過した
この時期に、その法的正当性が最終的に確定したこ
との意義は大きかった。

ビデオの無断複製・頒布で刑事判決
3月24日、名古屋地方裁判所は、JASRACがビデ

オテープの複製権・頒布権の侵害で告訴していた名
古屋市北区の「むうびいはうすuncle」の経営者に対

し、懲役1年6か月（執行猶予3年）を言い渡した。こ
れは、ビデオテープの無断複製での初の刑事判決
だった。

「管理手数料規程」を制定
それまでの「管理手数料率」を「管理手数料規程」

として規程化し、3月25日、許可された。この規程
により、手数料率の上限は実施手数料率と大差ない
ものとした。

また、3月分配期から、これまでレコード使用料に
適用していた手数料率10%を8.5%に引き下げ、 6月
分配期からは演奏等の手数料率25%を27%に、放送
の手数料率18%を17%に変更した。

海賊版の所持罪の制定等で法改正
海賊版に対する規制の強化（所持罪の制定）と著

作隣接権の保護期間の延長などを盛り込んだ著作権
法改正案が国会に提出され、5月13日、芥川理事長
が、法案を審議する衆議院文教委員会に参考人とし

て出席、同法案の成立を要請した。
著作権法案は、国会で審議された後、 10月26日に

成立、11月1日、公布され、同 21日、施行された。

違法ビデオ製造・レンタル事業者を提訴
6月17日、JASRACは愛知県内で違法にビデオ製

造・レンタル業を営んでいた5事業者を、著作権侵
害で各地区の警察署に告訴、同29日には、岡崎市な
ど6か所で無許諾のビデオレンタル店を営む経営者
を告訴した。7月1日、豊田署員20人は、JASRAC、

日本ビデオ協会、ビデオ著作権保護・監視機構の職
員が見守る中、6店舗を捜索し、違法ビデオテープ
1,200本、ビデオデッキ31台を押収した。

ビデオに収録されている音楽の著作権侵害で告訴
したのは、これが初めて。

カラオケ使用料の分配を開始
9月分配期から、カラオケ演奏使用料の分配を開始

した。その分配資料の収集と分配方法は、カラオケ
利用店などの実態調査の結果を踏まえて、従来の社
交場における演奏とは異なる独自の方式によること
とした。

内容は、調査資料（1四半期ごとに100店を抽出し、

各店の1日の利用曲目を収集）によって分配する曲
と、出庫資料（分配期ごとにカラオケ用の録音・録
画物に収録された1曲ごとの出庫数を集計）によっ
て分配する曲に大別し、分配対象使用料のうち、前
者に70%を、後者に30%をそれぞれの分配基金とし
て割り当てた。
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カラオケ管理業務、全国一斉に開始

1987（昭和62）年4月1日から社交場演奏等の使用料規定を変更し、カラオケ装置を備えて従業員や顧
客に歌唱させる飲食店、旅館などから演奏使用料が徴収できることになった。

カラオケを利用している施設はスナック、クラブ、旅館、宴会場など多岐にわたっており、当初は使用料
免除とされていた「客席面積5坪（宴会場面積10坪）以下の店」を除いても、管理対象となる件数は14万
件～15万件と推定されていた。そこで規定変更に先駆けて1985（昭和60）年4月に演奏権管理推進本部を
設置し、本部会議や支部長会議、支部職員研修などを重ね、新たな業務に備えた。大規模な事業を全国レベ
ルで推進するため、支部の増設や支部職員の増員も進められた。

対象となる旅館や飲食店などに対しては、手続きを求めるダイレクトメールの発送、説明会の開催のほか、
全国環境衛生同業組合（環衛）の機関誌や関係業界誌、テレビスポットを通じてカラオケ管理の開始を告知
した。

管理業務を円滑に進めるには利用者団体の協力が欠かせず、JASRACは環衛連合会と協定を結び、組合加
盟店との利用許諾契約の締結が都道府県の組合ごとに取りまとめられることとなった。

こうして、カラオケ演奏の利用許諾契約業務を開始して1か月の4月末までに、約25,000のカラオケ利用
店と契約を締結。カラオケ管理開始1年間で徴収された使用料は10.8億円に上った。その5年後、カラオケ
からの使用料は1991（平成3）年度に50.7億円まで増加した。さらに、1998（平成10）年2月1日から

「客席面積5坪（宴会場面積10
坪）以下の店」も管理対象に
加わり、音楽著作権の公平な
管理に全力を挙げて取り組ん
できた。

許諾ステッカー 東京での「カラオケ説明会」
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1989 （平成元）年
昭和から平成に

1月7日、天皇陛下が崩御。1月8日、元号が「平成」と改まった。

芥川理事長が急逝
1月31日、芥川理事長が急逝された。亨年63歳だった。

理事長に石本美由起が就任
芥川理事長の逝去に伴い、2月1日、定款の定めに

よって舟本貞男常務理事が理事長代行者としてその
職務を引き継いだ後、3月22日開催の理事会で、石
本美由起常務理事を理事長に互選した。

石本理事長は、JASRAC役職員への就任挨拶で
「集団指導体制を運営の基本とし、会員・職員一体と
なって“愛されるJASRAC”のイメージのもとに前進
を続けたい」と述べた。

カラオケ歌唱用貸室の管理を開始
このころ、新しいカラオケの利用形態として、運

送用のコンテナ等を改造し、防音装置を施した室内
にカラオケを据えつけ、空地等に並べて客に時間貸
しする「カラオケキャビン」「カラオケボックス」な
どと呼ばれる営業形態が各地で出現、さらに、これ

より小型のカプセル形式のカラオケ設備もボウリン
グ場などレジャー施設の一隅に登場した。

これを「カラオケ歌唱用貸室」（カラオケ歌唱室）
と総称して管理を開始した。

「JASRACだより」を発行
JASRACと利用許諾契約を結んだ社交場やレ

コードレンタル店に、JASRACや著作権、音楽につ
いての話題や情報を提供する「JASRACだより」を

年2回制作、送付して、利用者とのコミュニケーショ
ンを図ることとした（2013年度以降は年1回発行）。

収支差額金分配規程を変更
収支差額金を最小限の経費で、利用実績に応じて

合理的に委託者に分配するため、収支差額金分配規
程の一部を変更した。それまで当該会計年度で管理
手数料を支払った委託者を分配の対象者とし、その
対象者が支払った手数料額に按分して分配していた
が、これを前年度の放送使用料と貸レコード使用料

の額によって按分し、翌会計年度の放送使用料と貸
レコード使用料の分配基金に合算して分配する、な
どの変更を行った。

この変更規程は、6月の通常評議員会を経て通常総
会で承認され、8月16日付で許可された。

定款変更案を承認
業務規模の拡大に対応するため、定款改正委員会

で変更案を作成し、6月の評議員会と総会で承認さ
れた。

変更点の主な内容は次のとおり。
①理事を23人以内から28人以内に、また常務理事

を4人以内から6人以内に、増員する。
②会長は、評議員を含めて他の役員を兼ねること

ができないこととする。
③会長に事故があるとき、また欠けたときは、評

議員のうちから選任した理事の中から、理事会
で選任した者が、会長を代理し、または会長の
職務を代行することとする（それまでは、理事
長が代理または代行することとなっていた）。

FCAとMPA、統一契約書を作成
1986 （昭和61） 年4月に日本音楽作家団体協議会

（FCA）が結成されて間もなく、 FCAの事業委員会
が、作家側の要望を盛り込んだ音楽出版社との統一
契約書の作成の検討を開始、成案を得て、翌年2月、
音楽出版社協会（MPA）にこれを提示した。

MPAもOP委員会が積極的に対応し、同年3月から
FCAとMPAによる交渉が始まり、1年をかけて本年
3月、著作権契約書（契約期間が5年のものと、当事
者の合意による任意のものの2書式）が完成した。

小規模コンサートの使用料に滅額措置
このころ、小規模会場でのコンサートが盛んにな

り、主催者から、JASRACの演奏使用料規定の適用
に配慮が求められるようになった。

演奏使用料規定は定員数500名を最低区分として

いたが、小規模な音楽演奏の機会を広げ、使用料の
合理性を保つため、定員100名までの会場における
使用料について減額措置を講じることとし、 5月11
日開催の理事会の承認を得て、実施した。

使用料が400億円台に
この年度の使用料徴収総額は、 431億2,800万円余と、400億円台に達した。

リクルート事件
6月の新聞のスクープでリクルート事件が発覚し、

大問題となった。当時のリクルートの社長が子会社
の未公開株を、政治家や官僚らに賄賂として贈った
もの。
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盗難が相次いだJASRACポスター

この年、横尾忠則さんに依頼してポスターを制作した。全国のレコー
ド店や貸レコード店に配布して掲示を依頼したところ話題を呼び、
JASRACのポスターとして初めて駅へ掲示することとなった。

11月3日の「文化の日」をはさんだ1週間、東京都内のJR主要駅、本
部付近の地下鉄駅などに掲示する計画だったが、はがして持ち去られる
被害が続出した。会報では次のように伝えている。
「ポスターは掲示されるやたちまち有楽町、池袋、新宿、渋谷の盛り

場の駅をはじめ、神田、秋葉原、御徒町と軒並みに盗難が発生。『せめ
て文化の日までもって欲しい』と再度張るが、また盗まれる。JR飯田
橋駅では梯子がなければ届かない場所のものが消えてしまった。五十枚
ばかり補充したが、広告代理店の話では再掲出の作業中、あやしい人物
が遠巻きにたむろしていたとか。

また、JASRAC内でも事件が起きた。二基あるエレベーター内にパ
ネルに入れて飾っていたのだが、その一枚がある日パネルごと持って行かれてしまった。以後の厳重な見張
りにもかかわらず、週末、もう一枚も姿を消した。まさに高価な美術品を狙う怪盗ルパンの手口である」

ちなみにこのポスターは、ニューヨーク近代美術館（MoMA）に永久収蔵されている。
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1990 （平成2）年

祗園クラブ事件/仮処分執行、初めて機材を撤去
1月16日、京都地方裁判所は、前年9月のJASRAC

の仮処分申請に基づき、京都市東山区で「サロン・
ド・細雪」ほか1店を営業している経営者に対し、①
JASRACの管理著作物をカラオケ演奏歌唱しては
ならない、②両店内のカラオケ機器を、京都地裁の
執行官に保管を命じる、との仮処分決定を下し、1月
23日午後、カラオケ装置の撤去が執行された。

この仮処分の決定と執行は、カラオケ管理を開始
して以来初めてのことで、このニュースは、全国各

紙に掲載された。
この経営者は、その後も新しいカラオケ機器を店

内に設置して無断演奏を続けたため、 4月 20日、 
JASRACは京都地裁に、管理著作物の利用禁止と、
これに違反したときは、営業1日につき、1店は6,800
円、1店は2,200円の損害賠償金の支払いを求める間
接強制を申し立てた。

カラオケ管理で間接強制を申し立てたのはこれが
初めてだった。

環衛との基本協定を更新
業務の円滑化を図るため、1986 （昭和61）年秋に

飲食、社交、料理、旅館など8業種の全国環境衛生
同業組合（環衛）連合会との間に締結した基本協定

を、4月1日以降の3年間、同一内容によって更新す
ることで各団体と合意、6月までに調印を終えた。

カラオケ管理初の逮捕者
5月18日、静岡県清水市の社交場経営者2人を、そ

れぞれ著作権法違反で清水警察著に告訴した。
これを受けて、静岡県警生活保安課と清水署が自

宅や店舗の家宅捜索を行い、5月21日と6月1日、そ

れぞれの経営者を逮捕した。カラオケ管理に関する
告訴事件での逮捕は全国で初の事例で、地元のマス
コミで大きく報道された。

「チューリップ事件」で地裁判決
8月16日、近藤宮子さんが『チューリップ』『コヒ

ノボリ』等の歌詞の著作権の確認および小出浩平さ
んの遺族とJASRACに対して損害賠償を求めて東
京地方裁判所に起こしていた裁判の判決が言い渡さ
れた。

判決は、『チューリップ』『コヒノボリ』等の歌詞

について、原告である近藤宮子さんの著作者人格権
を認め、その氏名表示権侵害について、小出さんと
JASRACに連帯して390万円を支払うよう命じたもの。

この判決に対してJASRACは損害賠償の責任は
ないとして、 8月23日、東京高等裁判所に控訴した。

役員の改選、会長に吉田正就任
10月13日までに役員の改選が行われ、会長に吉田

正が選出された。
なお、JASRACの発展に多大な貢献をした服部良

一前会長に、名誉会長の称号が贈られた。

使用料、500億円台に
この年度の使用料徴収額と分配額が、共に初めて500億円台に達した。

放送、貸与の手数料率を引き下げ
前々年来、各分野の管理手数料の実施料率の見直

しを進めてきたが、この年度の3月分配期から、放
送を 17％から15％、前年引き下げた貸与（貸レコー
ド）を22%から20%にさらに引き下げた。

次いで6月分配期からは、オーディオディスクを
8.5%から7%に、ビデオグラムを14%から10%に引き
下げた。

記念切手の発行と「日本音楽著作権史」の刊行
JASRAC創立50周年を記念するこの年、JASRAC

の創立が、日本の著作権管理制度の事実上の始まり
であることから、「著作権管理制度50周年記念」と
して切手が発行された。

また、記念事業の一環として、「日本音楽著作権協
会50年史」を発行するとともに明冶以降の日本にお
ける音楽著作権の歴史を、幅広い文献資料や多くの
関係者の証言に基づいて明らかにする「日本音楽著
作権史」(全2巻)を刊行した。 「著作権管理制度50周年記念」の切手

消費税導入
4月1日から消費税が導入された。当初の税率は3％だった。

天安門事件
6月4日に中国で、民主化を求めて北京市の天安門

広場に集まっていた一般市民に対し、中国政府が軍
隊の武力行使によって鎮圧を図ったため、多くの死

傷者が出た。JASRACから北京大学に留学していた
石松一樹職員は、帰国を余儀なくされた。
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創立50周年を迎える

11月18日、50回目の創立記念日を迎えた。記念日当日、東京・
紀尾井町のホテルニューオータニで記念パーティーが開かれ、会
場には政界、官界、関係諸団体、大使館や海外の著作権団体の代
表、JASRACの正会員、現役の役職員やOBなど、約1,200人が
集まった。

セレモニーでは、𠮷田会長が「創立時わずか68人だった会員は、
現在8,376人になりました。これもここにお集まりいただいた皆
さまのお蔭です。今後も皆さまのご期待に副うよう会員一同良い
作品を作っていきたいと思いますのでよろしくお願いいたしま
す」と会員を代表して挨拶した。続いて登壇した石本理事長は「私
たちは明日から、栄光の百年を目指して旅立ちます」と、新たな
決意を述べた。
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湾岸戦争勃発
クウェートへ侵攻したイラクに対して、米英を中

心とした34か国から成る多国籍軍が1月17日にイラ
クへの攻撃を開始した。「砂漠の嵐作戦」とも呼ば
れた。

ソ連崩壊
ソビエト共産党の解体やゴルバチョフ大統領の辞

任により、ソビエト社会主義共和国連邦が解体され、
連邦を構成していた15の共和国が分離・独立した。

バブル崩壊
日本は1986（昭和61）年12月から、この年の2月

まで、株や不動産などの価格が上昇し、好景気に沸
いた。一転、政府の金融引き締め策の失敗等により、
3月からは景気後退期に入った。

1992 （平成4）年

使用料部会がJASRACに提言
著作権審議会の使用料部会は、JASRAC、芸団協、

日本レコード協会の3団体について、これら権利者
団体の権利の集中管理と権利行使の在り方を検討し
ていたが、3月30日の審議会総会に報告書を提出し
た。この中でJASRACについては、その著作権管理
は法律に従って適切に実施する一方で、利用者との
協議を重視し、著作権保護のためのPR活動にも努力
している、と評価したうえで、今後の課題として、次
の諸点についての検討が望まれる、とした。

①JASRACの管理対象となる利用行為はますま
す広範となっていくので、これに対応する権利
処理方式の研究に努めるとともに、すでに管理
している利用形態とのバランスに十分留意し、
またこれまで以上に利用者の理解を得るための
活動に積極的に取り細むこと。

②近年、利用形態が多様化し、著作物の個別の権
利処理を行うことが困難となると予想されるの
で、すでに導入した放送用録音の包括許諾のよ
うな権利処理の可能性についても、十分に考慮
すること。

③今後、広範な利用者の理解を深めるため、著作
権思想の普及を推進するとともに、芸術・文化
の振興を図るなど、JASRACに対する社会的信
頼を高めることが重要であり、また、国際機関
等とも連携して、国際的な研修・交流などの事
業を推進することも必要である。そのためには、
例えば会費制度など一般会計への新たな財源措
置の導入や、CISAC標準契約書にある共通目的
のための控除の規定も参考にしつつ、分配の在
り方の見直しを検討すること。

著作権審議会がマルチメディア小委を設置
著作権審議会は、第1小委員会の提言を受け、6月

4日、マルチメディア小委員会を設置した。
映像、言語、音響などさまざまな手段を複合した

情報伝達媒体が「マルチメディア」と呼ばれ、実用
化されつつあったが、この媒体については著作権な

ど権利関係が複雑で、権利を保護しながら、一方で
著作物の円滑な利用を図るには、著作権制度や運用
全般にわたっての検討が必要と判断し、この小委員
会が設けられた。

魅留来刑事事件
1988（昭和63）年11月、大阪地方検察庁に告訴し

ていた大阪ミナミの社交場「魅留来」のビデオカラ
オケによる無断演奏・上映に対する著作権法違反告
訴事件は、4月3日、経営者1人が大阪簡易裁判所に
起訴され、5月23日、第l回公判が開かれたが、被告

人から大阪地方裁判所への事件移送が請求されたた
め、同地裁で審理されることになった。

カラオケに関する法的措置で、刑事責任を追及す
る裁判が開かれたのはこれが初めて。

オーディオ録音使用料引上げで合意
懸案となっていたオーディオ録音（シングル盤、

LP盤、CD、アナログ録音テープ）に適用する使用
料率について、日本レコード協会と協議を続けてき
た結果、この年の4月から1992 （平成4）年3月まで

はシングル盤（5.6%）を除いて5.8%に、同年4月か
ら翌年9月までは一律5.9%に引き上げ、その翌月か
らは、使用料規定どおりの6%とすることで合意に達
した。

放送用録音の包括処理で合意
課題の一つだった放送用録音（民放局の行うコ

マーシャル放送のための録音を除く）の著作権処理
を、それまでの曲別方式から包括方式に移行するこ
とについて、前年来、 NHKおよび民放連と協議して
いたが、この年の4月から包括許諾・包括使用料と
することで合意。あわせて以降3年間の使用料を決
めた。

この放送用録音については、著作権法44条（放送
事業者等による一時的固定）や放送番組製作者との
関係が未整理であったこと、一方でテレビについて
映画録音の取扱いをしていたため、外国曲の処理が
煩雑になるなど、実務上の問題点が多く、利用者と
権利者の双方にとって、その処理が大きな負担と
なっていた。

東西ドイツ統一
第二次世界大戦後、ドイツはドイツ民主共和国

（東ドイツ）とドイツ連邦共和国（西ドイツ）に分断
されていた。その象徴であった「ベルリンの壁」が

前年11月9日に崩壊。この年の10月3日、東西ドイツ
が統一された。10月3日は「ドイツ統一の日」とし
てドイツの祝日になっている。

1991 （平成3）年

「作品・権利者データベースシステム」が稼働
1988（昭和63）年に策定された総合システム化計

画に基づく第1次開発対象のうち、著作権管理の基
本となる「作品・権利者データベースシステム」が

4月30日から稼働した。
続いて9月24日から「録音包括の許諾・請求・分

配システム」が稼働した。

MPAの「音楽著作権管理者養成講座」がスタート
この年から、MPA主催の音楽著作権管理者養成講

座がスタートした。これは音楽出版業務に携わる者
の実務に必要な知識と著作権等の処理方法を習得さ

せることを目的とするもので、 JASRACも全面的に
協力することになった。
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MD発売
MD（MiniDisc）は、ソニーが開発した録音もで

きるデジタルオーディオの光磁気ディスク。直径
64mm。カセットテープを置き換えるものという位
置づけだった。

1993 （平成5）年

『チューリップ』『コヒノボリ』事件、判決確定
1989（平成元）年8月の東京地裁の一審判決を不

服としてJASRACが控訴していた『チューリップ』
『コヒノボリ』等の歌詞の著作権と著作者人格権の確
認をめぐる訴訟について、3月16日、東京高等裁判
所で判決が言い渡された。

控訴審では、小出浩平さんの遺族に対して30万円、

小出さんの遺族とJASRACに対して連帯して120万
円と、損害賠償金が減額されたほかは、一審とほぼ
同じ内容の判決となった。JASRACを含めて関係当
事者が上告しなかったことにより、 3月12日、同判決
が確定した。

音楽産業・文化振興財団が発足
4月 1日、日本レコード協会が推進役となり、

JASRAC、MPA、芸団協、音制連（音楽制作者連盟）
などが協力して、前年来設立準備を進めてきた(財)
音楽産業・文化振興財団（PROMIC）、現在の(財)日
本音楽産業・文化振興財団（JMCE）が発足した。

同財団は、内外の音楽産業や音楽文化に関する調
査・研究、シンポジウムやイベントの開催、国際交
流などの事業を通して、わが国やアジアの音楽産業
と音楽文化の振興を目的としている。

著作権法改正等について第1小委に要望
8月31日、著作権審議会第1小委員会の意見聴取に

応え、著作権に関する諸問題について意見を述べた。
同委員会が著作権をめぐる国際環境や社会情勢の

変化、技術の発達による新しい著作物利用形態の出
現などに対応し、制度上の問題や対応策等を総合的
に検討するため、JASRACをはじめ権利者団体に対
し、意見を求めたことに応じたもので、 JASRACは
第1小委員会に出席、次のとおり要望した。

（1）著作権法の改正について
①保護期間の50年から70年への延長
②放送・録音についての、裁定による利用という

制限規定の見直し

③著作権または著作隣接権を侵害したものに対す
る賠償請求額の増額

④罰則の強化
⑤営利を目的とする無線送信についての著作者の

権利の設定など
（2）その他

①学校教育における著作権思想の普及、充実
このほか、録音物による演奏の経過措置に関して

は、著作権審議会が附則14条の廃止の方針を出して
いることから、管理を開始することになった場合の
JASRACの体制等を説明した。

分配書類作成システムが稼働
許諾・徴収・分配システムを見直す総合システム

化計画の第2次開発対象のうち、分配書類作成シス
テムが、9月から稼働した。

これにより、前々年に稼働を開始した作品・権利

者データベースシステム、録音包括の許諾・請求・
分配システムとあわせて、使用料の請求から分配ま
での一連の流れが完成した。

有線音楽放送の使用料規定を21年ぶりに変更
21年間据置きとなっていた、有線音楽放送の使用

料率を営業収入の2%へ年次的に引き上げる著作物
使用料規程の一部変更が、3月31日、認可された。

衛星放送使用料で民放連と合意
日本初の有料衛星テレビ放送となる日本衛星放送

（JSB）に適用する翌年3月までの使用料が、民放連
との合意に達し、実施された。

歌舞伎町の飲食店で楽器やカラオケ装置に網をかけて封印
6月24、25日の両日、JASRACの申立てを受けて、

東京都新宿区歌舞伎町の系列社交場5店舗に対して
仮処分の執行が行われた。この仮処分の執行は、5店
舗一斉に楽器やカラオケ装置に網をかけて封印する、
文字どおりの一網打尽方式が採られたため、マスコ
ミで大きく取り上げられたが、同事件は、その直後、

和解金の支払いと各店舗の許諾契約を締結すること
で和解が成立した。

こうした法的措置による効果やカラオケ歌唱室の
契約率の上昇などもあって、カラオケ使用料徴収額
は前年度比29.1%の増となり、演奏会、社交場等の
分野からの使用料の60%近くを占めるに至った。

JASRACのラジオCMを開始
一般への音楽著作権とJASRACの周知を図るた

め、ラジオCMを開始した。TOKYO FMをキース
テーションに全国ネットで放送されたほか、東京・
大阪圏の主要AM局でも放送された。

本部事務所ビルの移転計画決まる
JASRACの本部事務所ビルを移転する具体案が2

月19日の通常評議員会で承認された。
1970 （昭和45）年4月、本部事務所が東京都港区

西新橋の共和ビルに移転した当時、JASRACの使用
料徴収額は42億円、職員数は203人だった。

22年を経過して、徴収額は700億円、職員数は約2
倍に拡大、業務処理の機械化に伴って使用する機器
類も増加し、近辺に分室を設けるなどして対処して
きたが、これにも限界があり、またビルの老朽化も
進んだため、本部事務所の移転の検討が急がれてい
た。
（1）古賀財団からの打診を検討

(財)古賀政男音楽文化振興財団から、東京
都渋谷区上原の記念博物館を改築し、音楽
ホールや、賃貸事務所の建設を計画しており、
これをJASRAC本部ビルとして使用するこ
とについての打診があった。

役員会、理事会等で移転先の候補として検
討した結果、必要な面積が確保でき、経費面
でも、財団に建設資金を融資することにより、
長期的にみて、安定した有利な賃借料で入居
できるとの見通しを得た。

（2）移転について総会等に付議
具体的な融資の額および方法については成

案を得しだい評議員会および総会に諮ること
として、古賀財団が建設する予定のビルに本
部事務所を移転する議案を2月19日の通常評
議員会に提出。審議の結果、同案は全員賛成
で承認された。

（3）貸付け予定金額と方法
貸付けの金額および方法については、6月

10日の通常評議員会、および同22日の通常総
会に諮られ、評議員会では全員の、総会では
大多数の賛成で承認された。

古賀財団への建設資金の貸付けは信託財産
から77億7,000万円を貸し出すこととし、方法
は下記のとおりとした。
貸付け方法
①平成4年7月以降、4回に分けて貸し付ける。
②貸付金は無利子とし、平成6年7月竣工（予

定）後、入居時（同年秋予定）から30年間
で均等返済を受ける。

③貸付けに対する担保として、土地、建物に
抵当権を設定する。
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②進歩する技術の恩恵を生かして、ユーザーの自由を確保し、権利侵害のおそれをなくす適切な工夫である。
③最終的支払者であるユーザーにとってはプライバシーを侵害されない方法であり、経済的負担を求めうる唯

一の地位に立つメーカーに事前に著作権処理を求めることにも合理性がある。現代の企業にはこのような社
会的責任が求められる。

などを指摘。さらに、権利者が新しい技術の進歩でもたらされる利益にあずかることは、著作権等の内容とし
て当然に含まれるべきものであり、比較衡量の名の下に、技術の進歩が権利者にもたらすメリットと、限度を超
える著作物の複製により受ける不利益とを相殺する考え方は筋違いと断じた。

報酬の一部を、一般の共通利益になるような文化事業に使用することについては、それが一定の範囲にあり、
私権としての報酬請求権の性格に影響を及ぼさず、制度そのものの公平性、合理性が強化される場合は、私権の
本質に反するものではないとした。

第1�খҕϫʔΩϯάάϧʔϓͷઃஔと࿥ରڠ発଍
1989（平成元）年11月、著作権審議会第10小委員会に、専門家で

構成されるワーキンググループが設置され、法改正を前提とした検討
が始まった。

翌年には権利者9団体が「私的録音録画問題対策協議会（録対協）」
を結成。6月26日、千代田区のザ・フォーラムで記者会見を行った。録
対協は「SAVE OUR MUSIC」と題したキャンペーンを11月から翌年
1月にかけて展開。シンボルマーク、キャンペーンロゴ、ポスターを用
いて広報したほか、11月22日、WIPO（世界知的所有権機関）のミハ
イリ・フィチョール著作権課長を講師に招き、千代田区のアーバンネッ
ト大手町ビルで講演会を開いた。

海外では10月、CISACのハンガリー総会で、関係諸国に対する報酬
請求権制度導入の要請案が採択された。BIEMは9月、ニューヨーク総
会で、同制度が導入されていない国での制度実現に向けた支援の継続
を確認した。

ถ3("ࠃ"๏੒ཱ
1991（平成3）年7月、全米レコード協会（RIAA）、全米音楽出版社協会（NMPA）に代表される著作権協

議会と、米国電子機械工業会（NMPA）が「家庭内録音法（AHRA法）」の内容に合意し、翌年10月、発効し
た。米国では、DATの発売以来、権利者とメーカーが対立していた。同法の主な内容は次のとおり。

①米国で製造または米国に輸入されるデジタル録音用機器の引渡し価格の2％、同じく媒体の3％を補償金と
する。

②この補償金は製造事業者および輸入事業者が米国著作権局に支払い、著作権使用料審判所が配分する。
③補償金全体の3分の1は音楽著作物基金に割り当てられ、そこから権利者に分配される。3分の2は録音物基

金に割り当てられ、そこから非主演実演家分の4％を引いた残り96％の60％がレコード製作者に、40％が
主演実演家に分配される。

第1�খҕʹΑΔใࠂとࢲత࿥Ի࿥ը໰୊ٞڠձͷ発଍
1991（平成3）年12月、著作権審議会が第10小委での審議結果を公表した。骨子は次のとおり。

SAVE OUR MUSICキャンペーンの広告

私的録音録画補償金制度　発足までの16年

私的録音録画補償金制度を導入した改正著作権法は、1993（平成5）年6月に施行した。私的録音補償金管理
協会（sarah）、私的録画補償金管理協会（SARVH）の両指定管理団体が受けとる補償金は順調に推移し、2000

（平成12）年には合計で約40億円に達した。制度発足までの歩みを振り返る。
　
�ஂମʹΑΔஶݖ࡞๏��৚ɾվਖ਼ཁ๬と第�খҕͷઃஔ
1977（昭和52）年3月31日、JASRACは芸団協、日本レコード協会とともに文化庁長官に対して、著作権

法30条（私的使用のための複製）の改正を求める要望書を提出した。内容は、著作権者・実演家・レコード製
作者が、録音・録画用の機器・媒体の製作者から、販売価格の一定率に相当する金額を補償金として受け取る権
利を有することを規定すべきというもの。5月31日の著作権審議会では、メーカーの代表を交えた小委員会の設
置を要望した。

これに先立ち、1974（昭和49）年7月、著作権審議会に設置された第4小委員会では、コピー機器やテープ
レコーダーの普及に伴う「複写複製」に関する問題の検討が始まり、1976（昭和51）年10月には、上記3団
体が共同で、私的録音・録画の実態調査を行っていた。

1977（昭和52）年7月、著作権審議会は、この問題を専門に検討する第5小委員会の設置を決めた。

ஶݖ࡞໰୊ʹؔ͢Δ࠙ஊձと第1�খҕͷઃஔ
1981（昭和56）年6月、著作権審議会は第5小委員会での検討結果を公表した。内容は、私的録音に係る権

利者の不利益を認めながらも、関係者間の合意が形成されておらず、国民の理解が不十分として、特定の対応策
の採用は困難と結論づけた。約5年間、25回にわたる審議の結果だった。

これを受け、翌年2月、著作権資料協会（CRIC。現在の著作権情報センター）に権利者団体関係者、録音・録
画機器・機材のメーカー団体関係者、学識経験者等からなる「著作権問題に関する懇談会」が設置されたが合意
形成は叶わず、1987（昭和62）年4月、再度、制度的対応策を著作権審議会で検討するよう要請。翌月、第10
小委員会が設置された。

ʮϗʔϜɾςʔϐϯάʯରॲΛٻΊΔ$*4"$ܾٞとஶྡڠɾཁ๬ॻ
1984（昭和59）年11月12日に開かれたCISAC総会初日、芥川理事長が「日本における私的録音・録画問

題について」と題した基調講演を行った。当時「ホーム・テーピング」とも呼ばれた私的複製の実態、著作権者
の置かれている法的環境を報告し、採るべき対策として、「賦課金制度」の導入こそ最良の解決策であることを
説明。CISAC加盟団体に協力を要請した。最終日の17日には、ホーム・テーピングに対する適切な立法措置を
求める決議案が採択された。

これを受けて、日本音楽著作権・著作隣接権団体協議会（著隣協）が、同28日、著作権問題に関する懇談会
に、解決のための要望書を提出した。

և઒ҙݟॻ
1988（昭和63）年8月、芥川理事長が「私的録音録画問題と報酬請求権制度の導入について」と題する意見

書を第10小委員会に提出した。意見書は、芥川理事長が亡くなる5か月前、療養中の北軽井沢から届けられた。
意見書では、ホーム・テーピングが、ベルヌ条約9条2項但し書き、また著作権法30条の許容範囲をはるかに

超えるものであると指摘した上で、報酬請求権制度について、
①音楽文化の良い循環の形成と法的な権利の調整を考えられる最も滑らかな方法であり、経済の円滑な発展を

図るうえでも発足が急務である。
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sarahは、3月3日、社団法人の許可を受けるとともに、文化庁長官による指定管理団体に指定された。11日
には、私的録音補償金の額について文化庁長官に認可申請を行い、23日付で申請どおり認可された。認可された
額は、次のとおり。

①1993（平成5）～1994（平成6）年度　
特定機器　

基準価格（製造事業者または輸入事業者が国内で最初に流通に供した際の価格に相当する額）に1％を
乗じて得た額またはデジタル録音機能1個を内蔵する機器にあっては1,000円、同2個を内蔵する機器に
あっては1,500円のいずれか少ない額。

特定記録媒体　
基準価格に1％を乗じて得た額。

②1995（平成7）年度　
特定機器　

基準価格に2％を乗じて得た額または前述の1,000円、1,500円のいずれか少ない額
特定記録媒体　

基準価格に3％を乗じて得た額。
③1996（平成8）年度以降については、3年目に見直しを行う。

指定管理団体が受け取る補償金は、その2割以内で、政令で定める一定額を著作権および著作隣接権の保護に
関する事業などの共通目的事業に用いることとされ

（改正著作権法104条の8）、その額については2割
と決定された。

1998（平成10）年2月16日、sarah共通目的基
金からの助成による初の催し「音楽創生～映像との
ダイアローグ」が、新宿区の東京オペラシティコン
サートホールで開かれた。

4"37)ઃཱ
1999（平成11）年3月1日、私的録画補償金管理協会（SARVH）の設立総会が千代田区の民放連事務所で

開かれた。構成団体は、私的録画著作権者協議会（JASRAC、NHK、民放連などの原著作権者・映像制作者団
体で構成された）と、日本レコード協会、芸団協の3団体。

SARVHは3月26日、文部・通産両大臣から社団法人設立が許可され、3月30日、文化庁長官による指定管理
団体に指定された。

sarah助成によるコンサート「音楽創世～映像とのダイアローグ」

①私的録音・録画を従来どおり自由とする代償として「報酬請求権」を認める。
②報酬は、録音・録画の機器または媒体のメーカーがその価格に上乗せして利用者から集め、権利者に支払う。
③支払対象は、家庭内の録音・録画およびその機器・媒体。円滑な導入には、デジタル方式の機器・媒体に限

定することが望ましい。
④報酬の額は、権利者、メーカーの各団体間の協議、著作権審議会の審議を経て、文化庁長官が認可する。
⑤報酬を受ける権利者は、著作権者・実演家・レコード製作者とする。
⑥報酬の徴収は、権利者で構成する単一の団体を通じて行う。
この報告を受けて、同月、文化庁長官の私的諮問機関「私的録音録画問題協議会」が発足した。JASRACなど

の権利者、機器・媒体のメーカー、学識経験者などで構成され、対象機器・媒体の特定、具体的な報酬額、報酬
の徴収・分配手続き等について協議することになった。

ϝʔΧʔଆと߹ҙ
1992（平成4）年6月、JASRACに、制度を具体化させるための新法人設立準備室が設置された。
単一の団体が補償金を製造・輸入事業者から一括して受け取り、分配することについてメーカー側と合意した

ものの、額については両者の主張の隔たりが大きく、権利者3団体（JASRAC、芸団協、日本レコード協会）は、
7月31日、私的録音委員会で「機器は卸売価格の2％、媒体は3％とする。ただし、当初2年間については、メー
カー側の希望を考慮して経過措置を講ずる」という最終案をまとめた。

メーカー側は、9月8日、権利者側の提案を受け入れ、補償金問題が事実上解決した。合意の内容は次のとお
り。

①当初の2年間は、機器・媒体とも出荷価格の1％。
②3年目は、機器2％、媒体3％。
③この間、機器には金額の上限を設け、シングルデッキは1,000円、ダブルデッキは1,500円。
④4年目以降については、協議して見直しを行う。

　త࿥Ի࿥ըิঈ੍ۚ౓ͷ発଍ࢲ
1992（平成4）年12月16日、私的録音録画補償金制度を導入する改正著作権法が公布、翌年6月1日に施行

された（一部の規定は公布の日に施行）。

TBSBIઃཱ
1993（平成5）年2月25日、改正著作権法に定め

られた「指定管理団体」として権利者3団体が設立準
備を進めてきた私的録音補償金管理協会（sarah）の
設立総会をJASRAC理事会室で開いた。初代理事長
に石本理事長が就任した。

sarah設立総会での石本理事長
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関）の設立協定を日本が締結するため、必要な箇所 について技術的な法改正をしたもの。

1995 （平成7）年

阪神淡路大震災への対応
1月17日明け方、後に「阪神淡路大震災」と名付

けられた大地震が発生した。
JASRACは対策班を設置し、直ちに職員を現地に

派遣するなど、情報の収集と事後処理に当たったが、
神戸支部は事務所としての機能を回復するまでの間、
大阪支部内の仮事務所で業務を行うこととなった。
 （1）被災した社交場などの使用料免除

この地震で直接被害を受けた社交場、カラオ
ケ歌唱室、CDレンタル店など年間の包括契約
を結んでいる利用者に対し、1月から6月まで

使用料を免除した。また、被災地区在住の会員
全員の無事を確認し、見舞金を贈った。

 （2）義援金1,000万円を兵庫県知事に贈る
地震で被災された方々を支援するため、全

国の会員に義援金を募ることとした。募金は5
月半ばまで続けられ、750万円に達した。これ
にJASRACが拠出した金額を加えた1,000万円
を、5月24日、東京・平河町の兵庫県東京事務
所で兵庫県知事宛てに義援金として寄附した。

会費制の導入を検討
前々年12月に設置された定款改正委員会と、前年

4月に設置された文化活動委員会の合同委員会が、1
月19日に開かれた。

JASRACが文化活動を行うにあたっての財源に
ついては、それまで文化活動委員会で検討され、会

費制の導入が必要との判断に達していたが、定款変
更とも関連するため、合同の委員会を開いたもの。こ
の会議でも、財源確保には会費制の導入が最も妥当
な方法であることが確認された。

定款改正委が答申
定款改正委員会が8回にわたり開催され、 6月7日
①JASRACの行うべき公益事業
②会費制の導入
③役員の選任に係る規定の変更

などの諮問事項に関する答申を理事会に行った。
理事会は、答申中の③について再検討を求めたた

め、同委員会は引き続きこれを検討、8月21日開催
の理事会に再答申した。

文化庁に意見書を提出
著作権審議会マルチメディア小委員会のワーキン

グ・グループがまとめた検討経過報告書に対して、
JASRACは4月28日、文化庁に意見書を提出した。要
望の内容は次のとおり

①著作権法における「複製」の定義に、電子的形
式による一時的な蓄積も含むよう明確に規定
する。

②衛星通信技術やインタラクティブ（双方向）方
式の放送・送信の発達に対応できるよう、「放
送」の定義を改める。

③著作者人格権について規制を弱める方向は、著

作物の無断改変を助長するおそれがあり、現時
点で法改正を行う必要性は認められない。

④私的使用のための複製についての権利制限規定
を、著作物のデジタル方式による複製に適用し
ない（家庭用の録音・録画専用機器を除く）こ
ととし、送信と一体となって行われるデジタル
データの蓄積（複製）は、送信者が蓄積に責任
を負うことが適当であるので、これを条文上で
明らかにする。

⑤録音物による演奏に対して著作権を制限する附
則14条は、マルチメディアによって自由利用の

有線カラオケにも法的措置
大阪北支部は、11月25日、大阪市北区所在の社交

場4店舗（うち1店については、有線放送の伝達差止
めを含む）に対して著作権侵害差止等を求める仮処
分を大阪地方裁判所に申し立てた。このころ、店外
のセンター施設から店のリクエストに応じて音声と

映像が有線で送信されるカラオケシステムが普及し
始めたが、送信される曲を店側が受信装置を用いて
客に伝えるには著作権者の許諾が必要であり、同店
がJASRACの許諾を受けずにこのシステムを利用し
たため、伝達権の侵害を含めた差止めを求めたもの。

カラオケで環衛8団体と新協定
JASRACと、営業にカラオケを利用している飲食

業、社交業、旅館業などの全国組織である全国環境
衛生同業組合（環衛）連合会の8団体とは、1987（昭
和62）年4月のカラオケ管理開始にあたって基本協

定を締結、1992 （平成4）年12月からは、改定につ
いて協議を重ね、この年12月21日のカラオケ演奏関
係団体連絡協議会で、翌年4月から3年間の協定を新
たに締結することで合意した。

Jリーグ開幕
サッカーのプロリーグである「Jリーグ（日本プロ

サッカーリーグ）」が発足。開幕戦は5月15日に行わ
れたヴェルディ川崎対横浜マリノスだった。

1994 （平成6）年

組織の変更
演奏権に関する法的措置の重要性が年々増大して

いたため、それまでの法務課を訟務部に昇格させ、業
務の充実を図った。

また、首都圏の演奏権管理業務をさらに効率的に

展開するため、7月1日、立川支部と東京イベント・
コンサート支部を設置、カラオケなど社交場の管理
とコンサートなどの管理とを分離した。

訳詞・編曲の入会申込みを受付
9月通常理事会は、訳詞、編曲のみを行う著作者に

ついても、作品の公表実績をもち、一定の基準を満
たす場合には、入会の申込みを受け付けることを決
めた。

この決定は、訳詞や編曲は二次的著作物として、著

作権法上、原著作物と同様に保護されていること、ま
た、JASRACがわが国で唯一、音楽著作権を管理す
る仲介業務団体の立場にあることから、訳詞、編曲
のみを行う著作者の申込みを受け付けることが妥当
と判断したことによる。

会員数が1万を超える
この年9月1日付で、JASRACの会員数が10,003者

となり、創立以来55年目にして、1万の大台を超えた。
内訳は、承継者を含めた作詞者3,514、作曲者2,346、

作詞作曲者2,704、音楽出版者1,392、その他47。

WTO（世界貿易機関）協定締結に伴い法改正
12月14日、著作権法と万国著作権条約の実施に伴

う著作権法の特例に関する法律が改正された（1996
（平成8）年1月1日施行）。

これは、著作権、特許、商標等、知的所有権の国
際的な保護基準を規定したTRIPS協定など、ウルグ
アイ・ラウンド交渉の成果を含むWTO （世界貿易機
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の1%から1.5%に、6年間で引き上げることで、NHK
および民放に対して、1995（平成7）年度から2000

（平成12）年度までに段階的に適用する使用料率は、
次のとおりとなった。

1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度

NHK 1.10% 1.18% 1.26% 1.34% 1.42% 1.50%

民放 1.00% 1.10% 1.20% 1.30% 1.40% 1.50%

ただし、「収入」とは、NHKの場合、「受信料収入」
から従来どおりの控除をしたものに52/100を、民放
の場合、「放送収入」から同じく控除したものに
50/100を乗じて算出した額を指す。

この著作物使用料規程の一部変更は、1月29日付
で文化庁長官に認可申請し、3月25日、認可された。

コミュニティ放送等を管理
4月の理事会で、「コミュニティ放送」と「オフトー

ク通信」に適用する使用料など、具体的管理方針を
定めた。
「コミュニティ放送」は、これまでの放送局が放送

エリアを県域単位としているのに対し、市町村の特
定地域を対象とするもので、阪神淡路大震災で災害
時の地域情報の重要性が見直されたため、それ以降
開局が相次ぎ、この時点で32局に達していた。

「オフトーク通信」は、市町村などの地方公共団体
や農協などが、NTTの電話回線の空き時間を利用し
て、行政や生活情報の送信やラジオ放送の再送信な
どを行う有線放送で、利用者は宅内に接続装置とス
ピーカーを設置して受信する。

いずれの使用料についても、事業者団体と協議を
重ねて合意に達した。

作品届データベースが稼働
音楽出版者から提出される膨大な数の外国作品の

作品届を効率的に管理するため、作品届データベー
スを稼働させるとともに、 6月21日からフロッピー
ディスクによる作品届の受付を開始した。

CSテレビ放送の使用料について合意
7月に、CSテレビ放送に適用する使用料について、

これまで協議を続けていた、CSテレビ放送事業者で
構成されるCS放送協議会と合意に達した。

CSテレビ放送は、通信衛星を利用して、音楽、映

画、ニュースなど特定の情報（番組）を有料で提供
する専門放送で、この時点で13社13チャンネルの放
送が行われていた。

通信カラオケの使用料で合意
懸案となっていた通信カラオケの使用料について、

音楽電子事業協会(AMEI) との間で暫定協定が成立
し、7月19日には加戸理事長とAMEI日吉昭夫会長
との会談が開かれ、以後の取扱いについて、次のと
おり合意した。

①1992（平成4）年9月1日以降、業務用通信カラ
オケの使用料は1994（平成6）年3月末日までは
1曲あたり5.5円、1995年9月末日までは 1曲あた
り6.5円とし、データベースに蓄積された総管理
著作物数に実稼働端末機の台数を乗じた額と
する。

②1995（平成7）年10月1日以降の取扱いについて
は、家庭用通信カラオケを含めて協議のうえ、翌
年9月末日までに定める。

③受信先店舗での著作権侵害の解消と、適正利用
の周知・徹底のための協議を行い、具体的方策
を、同じく9月末日までに定める。

通信カラオケは、ホストコンピュータや端末機器
への蓄積については複製権、通信回線での送信につ
いては有線送信権、受信店舗での演奏・歌唱につい
ては演奏権が働くなど、一つの利用形態に複数の権
利が及ぶ著作物の新しい利用システムであるため、
協議が長期化していた。

この暫定合意に基づき、8月 30日、JASRACは
AMEIに、通信カラオケに適用する使用料として

「データベース利用による伝送系メディアの使用料
規定」を提示した。

業務用、家庭用通信カラオケだけでなく、広くコ

範囲が拡大される懸念があるので、マルチメ
ディアに関する著作権制度を検討する前に、条
件整備のため、同附則を早急に廃止する必要が
ある。

⑥通信カラオケに見られるように、音楽データの
蓄積（複製権）、装置の設置・送信（有線送信

権）、受信データの蓄積（複製権）、店内におけ
る音楽の演奏（演奏権）など、一連の行為が相
互に依存する利用形態については、一部に著作
権侵害を残したまま他の行為に許諾を与えるこ
とは認められないので、メーカー等関係利用者
の侵害責任が規定されるべきである。

マルチメディア対策〜DAWN、STEP構想へ

4月20日、JASRACのマルチメディア対策を促進するためのプロジェクトチーム、マルチメディア対策
本部が設置された。次いで翌年3月にマルチメディア委員会を発足させ、デジタル通信ネットワークの進展
による音楽の創作や利用方法の変化に対し、著作権管理と分配方法、著作権法制の在り方など、権利者擁護
の面からJASRACが採るべき方策の検討を開始した。

同委員会の答申内容の一部は1999（平成11）年、「DAWN2001」構想として発表し、記者会見を催し
たほか、この構想は、CISACのCIS指針委員会で高い評価を受けた。

DAWN2001
インターネット上での利用許諾の有無に係る認証や権利情報を盛り込んだ電子透かしなど、著作権保護

のためにIT技術を活用し、適正な音楽配信を促すため、JASRACが2001年の実現に向けて提案したプラ
ンの総称。Designs for the Administration of Works using New technologyの頭文字をとって命
名。今日のJASRACの業務を支える「JASRAC NETWORCHESTRA SYSTEM」の礎となった。

役員の改選、会長に遠藤実、理事長に加戸守行が就任
この年は通常の役員改選の年にあたり、9月の評議

員選挙を経て、会長に遠藤実、理事長に加戸守行が
就任した。

地下鉄サリン事件
3月20日朝、宗教団体のオウム真理教によって、東

京の地下鉄の複数の路線で、車両内でサリンがまか
れるという同時多発テロ事件が起こった。多くの犠
牲者が出た。

1996 （平成8）年

放送使用料規定を10年ぶりに変更
1月16日、第3回臨時評議員会で、放送に関する著

作物使用料規程の一部変更が承認された。
当時の放送使用料規定は、1985（昭和60）年に認

可されたが、放送事業者との協定で、同規定の適用
期 間 は 1992年 度 ま で の 8年 間 と な っ て い た。

JASRACは、1992（平成4）年度に入って1993年度
以降適用する規定について、NHKおよび民放連に協
議を申し入れたが、協議が調わず、それまでの規定
がさらに2年間延長されていた。

変更のポイントは、使用料率を放送事業者の収入
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本部事務所ビル移転問題

1994（平成6）年1月の新聞報道で顕在化した本部事務所ビル移転問題は、1996（平成8）年6月、本部
ビルの所有者である古賀政男音楽文化振興財団とJASRACとの間で訴訟上の和解が成立したことにより終
結した。

発端は1993（平成5）年11月、評議員の一部から、渋谷区上原の古賀政男邸の跡地に建設されるビルへ
の入居決定について説明が尽くされていないとの指摘にあった。急遽設けられた説明会では、ビルの建設資
金貸付けに信託財産が無利子で充てられる点が問題視され、執行部が組織内の決定手順や計画内容に何ら法
的な瑕疵が存在しない事実を説明するも収まらず、𠮷田会長、石本理事長らは、1994（平成6）年1月、社
会的関心事に発展した混乱の終息を願い、任期半ばで退陣した。

同年2月、黛会長、なかにし理事長の新体制は、前執行部が残した任期を引き継ぐ形で早期解決を目指し、
移転の是非等を検討する建設委員会、また古賀財団との移転契約に至る経緯を確認する調査委員会を設置し
た。さらに両委員会での検討、調査の結果が判明するまでは、建設資金の貸付けを凍結することとした。古
賀財団はJASRACに対して、貸付けの履行を求める訴訟を東京地方裁判所に提訴。JASRACはすでに貸し
付けた資金の返還を求めて反訴を提起した。

両委員会での検討内容や二つの係争の進捗が会報等で詳しく会員に報じられる中、賛否が交錯した前執行
役員4人の刑事告訴という執行部の苦渋の決断も掲載され波紋を呼んだ。1995（平成7）年、通常の役員改
選の年度が到来し、9月の評議員選挙を経て、11月、遠藤会長、加戸理事長の新体制が発足した。

加戸理事長は、契約不履行による損害の増大を客観的事実と認め、同月に東京地裁裁判長から示された職
権による和解勧告を受け入れる方針を選択。1996（平成8）年5月、臨時理事会で和解案の受け入れが決定
され、和解に伴う信託財産の貸付けを翌月の通常評議員会および通常総会に諮ることになった。

6月19日開催の通常総会では3時間以上の審議を尽くした上、投票による表決が行われ、執行部提案を可
決。6月25日、JASRAC、古賀財団、利害関係人として参加した清水建設の3者が裁判所の和解案を受け入
れた。和解条項には、JASRACが賃借する部分の工事費相当額（貸し付け額）の減額、有利子への改定、賃
料の引き下げなどが盛り込まれた。審議を継続していた第二次調査委員会は、1997（平成9）年2月、答申
を理事会に提出。移転計画の立案・遂行に係る検討・交渉が不十分であった箇所が会員に共有された。

一連の騒動はJASRACの内紛などと報道され、演奏権管理を担う支部の現場に影響を与えた。対応に当
たった役職員にとっては、バブル崩壊の余波、阪神淡路大震災など、国民が乗り越えなければならなかった
同時期の試練と重ねて想起される事件となった。

ンピュータの記憶装置に蓄積されたデータベースを
用いて行われる著作物利用に適用することを視野に
入れたため、規定案の名称を「データベース利用に
よる伝送系メディアの使用料規定」とした。

日吉昭夫AMEI会長と加戸理事長

ゲームソフト使用料、ACCS等と合意
9月に、ゲームソフトに適用する使用料について、

同じく協議を続けていたソフトメーカーで構成され
るコンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）等
と合意に達した。

著作権法正で文化庁に意見書
文化庁が5月、著作権法改正について検討事項を

関係団体に示し、意見を求めた。JASRACは6月7日、
関係する三つの事項について、意見書を提出した。そ
の要旨は、次のとおり。

（1） 罰則規定の整備について
①刑事上の罰則規定の強化

現行法の規定は工業所有権法とのバランスを
欠いており、著作物利用の多様化に伴う侵害行
為の増加への対策として、罰則を強化する。

②民事上の（権利者）救済規定の強化
権利侵害による損害額を、現行の「通常受け

るべき金銭の額に相当する額」から「……倍額
以上に相当する額」に改め、侵害者側に損害金
算定のための書類を提出させることができる、
損害立証書類提出命令を導入する。

（2）保護期間の延長について
国際的動向にあわせ、現行の著作者の死後50

年を、早期に70年に延長し、併せてこの機会に、
戦時加算の規定を廃止する。

（3）録音物の再生演奏について（附則14条の廃止）
デジタル化・ネットワーク化が進む中で、生

演奏と録音物の再生は識別困難な状況となって
おり、また、カラオケ管理において、歌唱と伴
奏音楽の再生を分けて法律解釈せざるを得ない
弊害も生じていることから、一刻も早く同条を
廃止する。

この法改正には、意見書の（1）の要望が採り入
れられ、年末の臨時国会で、罰則を強化するなど著
作権法の一部改正法が成立した（12月26日公布）。

ホームページを開設
11月13日、インターネット上でJASRACのホームページを開設した。

カラオケ歌唱室に初の司法判断
初めてカラオケボックスなどのカラオケ歌唱室に

法的措置を講じた。
東京都保谷市のカラオケ歌唱室に対して、東京地

方裁判所が12月6日、カラオケによる演奏禁止と関
連機器の執行官保管を命じる、全国で初の仮処分決

定を下した。
これにより、カラオケ歌唱室における音楽著作物

の無断利用は著作権侵害に当たるという司法判断が
初めて下された。

Yahoo! JAPAN設立
米国ヤフー・コーポレーションは前年3月に設立。

この年1月にはソフトバンク㈱と共同で日本にヤ
フー㈱を設立し、日本語によるYahoo! JAPANが始
まった。
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